
令和３年１０月２０日
関東経済産業局

地域中核企業に対する
官民合同チームによる伴走型支援

資料４



 人口減少の続く地方圏においては、地域を支える中核企業の稼ぐ力向上を起点に、質の高い雇用と地域
内取引が創出され、人口と経済活力が維持される循環づくりが必要。※

 特に、中核企業への重点的な支援が、これら企業群の成長を促進することで、取引関係にある地域の小規
模企業等にも波及効果がもたらされ、地域経済が面的に底上げされることに期待。
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地域への付加価値の増加
地域ブランド力の上昇

地域を支える企業の
「稼ぐ力」向上

人口増加
地域経済の活力アップ
→自治体の税収増

地域への波及効果
→新たな雇用の創出
→地域企業との取引拡大

地域の抱える課題

人口減少
人口流出

地域経済の
活力減

地域企業を支える
基盤の劣化

（需要減少・人手不足）

地域の抱える課題

１．取組の背景 ～ 企業の「稼ぐ力」の向上を起点とする地域経済活性化

※人口減少の状況・要因、中核企業の重要性については後掲参考資料１～３参照
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１．取組の背景～ 「稼ぐ力」向上に向けて必要な企業の自走化
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 地域企業は産業構造の変化に応じ経営を変革させる上で、まず、自ら自社改革に取り組める企業となるこ
とが（「自走化」）が必要。しかし、実際に様々な障壁により、経営者単独での対応は極めて困難。

経営者単独で「自社改革できる企業」に変えていくのは容易でない
先代社長・社員・取引先・金融機関等とのしがらみ

必要なコストやリソースを費やすことができない
相談相手が少なく外部人材の活用経験も乏しい など

伴走型支援が必要
第三者による



官民合同企業支援チーム

地
域
の
中
小
企
業

伴走支援

茨城県 日立市、 栃木県 宇都宮市・鹿沼市、新潟県
燕市・上越市・長岡市・三条市、 長野県 飯田市・諏訪市

室長
（1名）

統括担当
（2名）

地域担当
（9名）

伴走コンサル
タント（15名）

・関東経済産業局プロパー職員3名
・出向者（金融機関、自治体）6名

事業会社OB、独立中小企業診断士
（中小企業診断士保有者9名）

関東経済産業局 地域企業支援室内 支援チーム
（企業毎）

自治体
職員

地域支援機関
担当者

支援地域

地域担当

伴走コンサルタント

支援地域担当

OJTを通じた支援ノウハウ
の共有を目的に、支援地
域の自治体・支援機関
関係者も参画

２．伴走型支援事業について ～ 官民合同の支援体制

官側の職員と民間の
専門家がペアとなり、
支援先企業を継続
的に訪問

 関東経済産業局では、官民合同の支援体制を令和元年６月に整備し、同年７月より支援を開始。地域
企業支援に意欲的な自治体と連携し、地域経済への波及効果が期待される地域未来牽引企業等、地
域の中核企業への支援を実施。※

※官民チームの活動理念については後掲参考資料４参照

3



企
業
の
自
走
化

①総点検※
財務、経営権、組織マネジメント、生産、市場リスクなど経営全般

（二次評価） 自走化視点で評価

（一次評価） 表課題の特定
ex. 経営管理手法の見直し、組織再編、事業計画の策定など

②取組課題の設定
（表裏一体的な課題解決を目指す）

ex. 経営者育成（裏課題）を企図し、後継者をリーダーに社内組織の再編（表課題）
プロジェクトを実施

対話と
傾聴による
気づき・
動機付け

“それはなぜ？” ⇒ 裏課題の特定

表課題への取組を通じ
裏課題を改善 4

課題設定力
現状を評価し要改善点を認
識し、実行案件を選択できて
いるか？

課題達成力
課題解決のための方策・
実行体制・管理手法があり、
意思決定体制が整備されて
いるか？

自主発動力
変化の必要性が組織内で共
有され、自主的な取組を始
められる素地があり、モチベー
ションが維持されているか？

対話と
傾聴で
事実を
把握

対話と
傾聴で
真因に
迫る

２．伴走型支援事業について ～ 課題設定・解決の進め方
 企業の自走化は、目先の課題（「表課題」）解決への支援だけでは実現困難。伴走型支援では、プロセ

ス・コンサルティング※の考え方を応用しながら、自走化に向けた本質的課題（「裏課題」）の設定と解決に
長期間（１年～1年半程度）伴走、企業の自己変革力向上を後押し。

①②課題設定フェーズ
【4ヶ月程度】

③課題解決フェーズ
【６ヶ月～1年程度】

※「プロセス・コンサルティング」や「総点検」については後掲参考資料５・６参照

https://4.bp.blogspot.com/-GqnDuLmoA3c/WzC-xTmTayI/AAAAAAABNEk/Syl_O0zkomsVOqBGgaAIBRrBYzkPP4DcwCLcBGAs/s800/presentation_kaigi_man.png


２．伴走型支援事業について ～ 企業支援の状況
 令和２年度末までに地域未来牽引企業を中心に延べ４０社に伴走、２３社の支援が終了。
 支援企業の課題の傾向として、表課題は「営業力強化」、「事業計画の策定・管理」や「組織マネジメン

ト」、 裏課題は「個人に依存した経営」（ワンマン経営、社長のプレイングマネージャー化）、「経営管理への
意識の弱さ」（感覚的経営、どんぶり勘定）、「トップと現場の一体性の欠如」等が顕著。

支援先企業の課題傾向 ※課題設定を終えた３３社について分析（１社複数課題）

支援先企業（40社）の内訳
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 本事業の主眼は、効果的な伴走型支援手法を構築し、これを管内・管外地域に横展開させるとともに支援
の担い手を掘り起こし、政策効果を点から面に広げることで地域の稼ぐ力向上を目指すもの。

 そのため事業においては、①支援の実践を通じた知見蓄積とマニュアル化、②自治体・他経産局等への横
展開、 ③診断士、地域金融機関職員など支援人材の裾野拡大の３点を精力的に推進。※

２．伴走型支援事業について ～ 「点から面」への事業展開

自治体連携：地域の支援力の強化
 自治体・支援機関向け合同研修の開催、

OJTによる支援ノウハウ共有
 地域版伴走支援の立ち上げに向けた

連携先自治体の拡大（現在９自治体）
 県支援事業への協力（茨城、新潟）

横
展
開

実践を通じた伴走型支援手法の構築
（一般向け報告書やマニュアル・事例集等実践ツールの整備）

企業の自己変革力の向上（自走化）の実証
（支援効果の確認と検証）

支援企業の「稼ぐ力」の強化
（企業の付加価値額・雇用者数等の増加）

地域の「稼ぐ力」の向上
（地域の付加価値額、就労人口の増加等）

将来的発展

普及活動：支援人材の裾野の拡大
 診断士、金融機関職員等への普及
（研修への出講、セミナーの開催等）
 中企庁支援制度（よろず支援事業等）

との連動
 他地方経産局における伴走型支援事業の

実施（Ｒ3年度:北海道、中国、四国の
各局において実施）

将
来
的
発
展

開展横
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※支援手法の構築・横展開の状況については後掲参考資料７参照



３．政策的インプリケーション ～ 「官民合同」の必要性

 本事業においては、官民合同で、「民」の高い専門性に加え、「官」の強みも発揮することにより、シナジーの
効いた支援が可能になることを実感。

①「官」の与信の高さを利用
→外部専門家の活用に不慣れな企業や、過去の失敗から「コンサルアレルギー」になっている企業に門戸を開かせる上で、

「官」の与信は効果的。さらに行政職員が一貫して支援に携わることは、企業との信頼関係の構築にもプラス。
→多くの企業には経営の本質的課題への潜在的支援ニーズあるが、経営者に自覚は無く、自ら外部支援を求めることは

ない。そのような企業に「プッシュ型」で支援を行う上でも、「官」の与信が必要。

②対価を得ないことで、企業へのより中立で客観的なアプローチが可能に
→経営の総点検を通じた本質的な課題設定が必須。経営者への安易な「御用聞き型」の支援は行わない。
→課題が解決されない真因への気づきと行動変容を促すため、経営者にとって耳の痛い話も、あえてご本人に直言。

③外部支援の最適活用が可能に
→客観的な視点による課題設定を経て、その課題解決に、担当職員が最適な公的支援策（補助金、特定課題への専

門家派遣等）を接続することで、既存の施策のより効果的な活用が可能に。

④行政職員の支援能力も向上
→民間コンサルタントとのチーム支援を通じた学びから、職員の企業支援力（例えば、企業との対話力、経営課題への目利き

力など）も向上。高められた能力はチームに還元され、支援の質はさらに向上。

7



地域中核企業を対象とする当局の支援手法は、支援先にも長期間の集中的な支援への対応力が求められるため、
支援が適する企業は限定的。幅広く一般的な中規模・小規模事業者にも適用可能な汎用的手法の開発が必要。

３．政策的インプリケーション ～ 残された論点

 当局事業において直面した「属人的経営」「感覚的経営」等、企業の自己変革を妨げる諸問題は、小規模
事業者を含む多くの中小企業に共通するものと認識。今後、これら全国の中小企業全体に対し、課題設定
型の伴走支援を行うことは、中小企業の経営構造の改革を促し、経済の底上げに寄与するものと思料。

 従って今後の全国展開に向けては、地域中核企業のみならず、その他の中規模・小規模企業にも適した汎
用的な支援手法の開発と、全国規模での実施主体の巻き込み、支援人材の育成・発掘が最大の課題。

 また、より効果的な支援を目指し、継続的に手法改善を図る上で必要な、支援効果の把握・評価のあり方
についても検討が必要。
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全国規模での実施主体としては、自治体や地域の産業支援機関、県単位のよろず支援拠点等の公的支援機関に
加え、地域に密着した企業支援を展開する、商工会・商工会議所、地域金融機関等の巻き込みが重要。

汎用的な支援手法の開発

中小企業診断士など専門家の間で課題設定型の伴走型支援への認知は拡がりつつあるが、実際に支援を担う人材
の育成に向けては、実践的で体系的な支援者育成プログラムの構築・実施が必要。また、特に地方圏での支援人
材の不足が全国展開の妨げとなることが想定されるため、例えば、現役時代は首都圏で働き、退職後出身地の地方
にUターンした事業会社OBなど、地域の潜在的な支援人材の発掘も不可欠。

支援人材の育成・発掘

全国規模での実施主体の巻き込み



参考資料
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（参考１）地方圏からの若年世代の流出

関東経済産業局管内における
人口転出入状況(平成30年) 関東経済産業局管内の首都圏への世代別転出超過数(平成30年)

出典：総務省「住民基本台帳移動報告」

出典：総務省「住民基本台帳移動報告」

 関東経済産業局管内１都１０県における人口の転出入状況に目を向けると、首都圏*¹を除く管内７県
*²から、首都圏に対して33,000人以上が転出している。

 世代別で見ると、就労のタイミングである20代が流出する傾向が強い。
*¹首都圏（東京、埼玉、神奈川、千葉）*²管内7県(茨城、栃木、群馬、新潟、山梨、長野、静岡)
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（参考２）若年層を取り巻く雇用環境

 人口流出の最大の要因は良質な雇用機会の不足。

 管内７県の若年層の所定内給与額は首都圏に比べて低く、かつ年齢を重ねるとともに給与差が拡大してい
るなど、賃金面においても首都圏と差が開いている。

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

その他
自然（猛暑、厳寒、台風、自身等）の環境

良質な老後環境（養護施設、老人ホーム等）の不足
通信インフラ（ブロードバンド、無線LAN等）の不足
良質な子育て環境（保育園、幼稚園等）の不足

娯楽施設の不足
良質な教育環境（高校、大学等）の不足

社会インフラ（交通、病院、商店等）の不足
良質な雇用機会の不足

所定内給与額の推移
20～24歳（男女計） 35～39歳（男女計）（千円） （千円）

出典：厚生労働省「賃金構造基本調査」

地方公共団体が考える人口流出の要因

出典：総務省「地域におけるICT利活用の現状に関する調査研究(2015年)」

N=1,093（都道府県：31、市・特別区：551、町村：551）

22千円差 60千円差
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（参考３）ドイツの「隠れたチャンピオン（Hidden Champion）」
 ドイツでは、地域を支える中堅・中小企業を「隠れたチャンピオン（Hidden Champion）※」と呼んで様々

な支援を実施。（※ 世界市場において業種上位３位以内、またはその企業が位置している大陸のトップであ
り、収益は50億ドル以下、一般には殆ど無名な企業を指す）

 このような企業が開発力を高めグローバルに稼ぐことで、10年間で約100万人分の新たな雇用を創出し、地
方経済の再生に寄与。

（出典）
○Hermann SIMON「21世紀の隠れたチャンピオン」（2012年）

<https://www.rieti.go.jp/jp/special/p_a_w/018.html>
○岩本晃一「第4次産業革命を生き抜くための日本企業の生産性向上」（2018年）

<https://www.rieti.go.jp/users/iwamoto-koichi/serial/086.html>
※いずれも経済産業研究所レポートを参照

「隠れたチャンピオン」の数

世界市場シェア70%以上を持つ隠れたチャンピオン企業

隠れたチャンピオンの地域への点在
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日本の地方が直面する困難への危機感を共有し、産業と雇用を支える中堅中小企業及び地域

経済社会のために、我がチームは以下の精神に基づき全力で取り組む。

一、 官民一体で、日本の地域再生の新しいモデルを創造する
 経営者や社員が持つ「根っこの力」を引き出し、企業の成長と地域公共の発展の循環を

生み出す。
 企業と地域が絶えず自己変革に取り組む力を持つよう、あらゆる知見と労力を投入する。

一、 傾聴と対話を尽くし、誠実をもって信頼関係を成す
 経営者への共感と敬意が第一歩。

 問題解決力の前に問題設定力。何が真の問題なのか、どういう姿が望ましいのか、内発的
な 気づきをもたらす。

 粘り強く、長距離を一緒に走る覚悟を持つ。橋渡しの後も見守り続ける。

一、 チームワークを第一とし、異なる力を結集して結果を出す
 それぞれの多様な力を同じ目的のために合わせ、そのシナジーで道を切り拓く。

 失敗も成功も全てチームの資産。経験値を共有・蓄積し、分析・改善を怠らない。その知見
を 地域に還元する。

一、 チェンジ・エージェントとして、常に高い志と深い洞察を持って挑戦する
 公の為という高潔な使命感と倫理観、困難に立ち向かう勇気と情熱を持つ。
 現場主義で行動し、思い込まずに可能性の選択肢を広げて思考する。

（参考４） 官民合同企業支援チーム チーム綱領
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 リーダーシップ研究者ハーバード大のR.ハイフェッツは、世の中の問題は既存の解決策が応用できる「技術的課
題」と、既存の解決策が無く当事者のマインドセット自体を変える必要がある「適応を要する課題」に二分さ
れると主張。

 組織開発（組織のあり方改革）の研究者で、「プロセスコンサルテーション」を提唱するMITのE.H.シャインは、
課題解決に向けた支援者と被支援者の関係は、「医師－患者型」（専門的診断と治療／受診）、支援者が
被支援者との対話と傾聴を通じ、自らの課題の「プロセス」への気付きと自己変革を促す「プロセスコンサル
テーション型」などに類型化できるとし、適応を要する課題の解決は「プロ・コン型」が有効と指摘。

（参考５）「プロセス・コンサルティング」について
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目に見えている課題の水面下に、
課題の真因となるプロセス（組織
における特定個人やグループ内で
の関係的過程）が潜んでいる。

コミュニケーション

リーダーシップ
役割分担

意思決定のされ方

雰囲気・風土

目的の共有

etc.

生産性向上！

プロセスは目に見えにくい
（氷山のイメージ）

被支援者自身がプロセスの
当事者であることが多い

○企業へのアプローチ（対話と傾聴）や
自走化視点での課題設定（表面的
課題の真因を探る）、真因への気づき
を通じた能動的取組への動機付け等
には「プロ・コン」の考え方を応用。

○一方、支援者の役割は、課題当事者
による課題設定と自主解決のファシリ
テート役に徹する「プロ・コン」と異なり、
官民チームによる伴走型支援では、
課題設定・解決の過程に伴走コンサル
タントが責任もって介入し、企業側の
取組を「健全に誘導」。



（参考６）「総点検」の視点

 一次評価で「悪さ」あり ⇒ 表課題として特定

 二次評価で「課題設定力」「達成力」「自主発動力」に問題あり ⇒ 「それは何故？」 ⇒ 裏課題を特定

何を判断（一次評価）したいか 何を判断（二次評価）したいか
・緊急対策が必要か？
・どのレベル（良い・普通・悪い）か？
・ロスに対し自己確認できている会社か？
・ロスに対する手を打っているか？
・実質倒産危機にあるのか？
・改善/戦略投資余力はあるか？
・この視点で自己点検しているか？
・子会社との間で利益・資金操作しているか？
（連結管理力はあるか）
・子会社管理はProduct/Profitセンター？

・子会社管理は意図（目的・方法・リスク）したものか？

・現経営陣は安定しているか？
・相続に向けた準備ができているか？ ・問題意識は的を得ているか？

・経営陣のスタイルは自走/事業継承でのネックになりうる
か？
・経営層の意思が一致しているか、社長指示でやってるだけ
か？

・現状認識はあっているか？
・自分のスタイルとのその功罪を認識しているか？
　※社長は各役員・部長層の意見を活用したいと思っているか？
     ⇒会社が大きくなれば社長一人では目も手も回らない
・子への承継に際し現状でよいか？

・部下に任せる仕組みができているか？
・意思決定に方式/基準等論理性と継続性を持たせている
か？

・DOAに関し、手を打つべき時期にあるか？
　⇒部下は育たない・部下は準備しない
　　決裁基準がなければ、チェック視点を漏らす
　（判断を誤るリスクがある）

・言い放しになっていないか？
・社長・役員自らがPDCAを回す習慣があるか？ ・経営会議の目的・役割に対しどんな認識をもっているか？

経
営
全
般

その他財務リスクがないか？

点検メニュー

儲かっている？（営業利益）

大きな収益ロスはないか？

借入金負担がリスクになっていない
か？

・財務に関する知見/現状認識（課題認識）は適切か？
・リスクに対する感度をもっているか？
・対策は打っているか？　それは妥当なものか？

子会社に財務状況での懸念はある
か？

経
営
権

株主リスクはあるか？

財務

役員間の軋轢がないか？
意見交換できているか？

DOA(Delegation Of
Authority：権限委譲ルール)は明
確か？

経営会議決定事項は実行・フォロー
されているか？

（例）

15※官民合同チーム作成 「総点検の視点」より一部抜粋


総点検項目の視点







				点検メニュー テンケン								何を判断（一次評価）したいか ナニ ハンダン イチジ ヒョウカ		何を判断（二次評価）したいか ナニ ハンダン ニジ ヒョウカ

				財務 ザイム				儲かっている？（営業利益） モウ エイギョウ リエキ				・緊急対策が必要か？
・どのレベル（良い・普通・悪い）か？ キンキュウ タイサク ヒツヨウ ヨ フツウ ワル		・財務に関する知見/現状認識（課題認識）は適切か？
・リスクに対する感度をもっているか？
・対策は打っているか？　それは妥当なものか？ タイ カンド タイサク ウ ダトウ

								大きな収益ロスはないか？ オオ シュウエキ				・ロスに対し自己確認できている会社か？
・ロスに対する手を打っているか？ タイ ジコ カクニン カイシャ タイ テ ウ

								借入金負担がリスクになっていないか？ カ ニュウキン フタン				・実質倒産危機にあるのか？
・改善/戦略投資余力はあるか？ ジッシツ トウサン キキ カイゼン センリャク トウシ ヨリョク

								その他財務リスクがないか？				・この視点で自己点検しているか？ シテン ジコ テンケン

								子会社に財務状況での懸念はあるか？ コガイシャ ザイム ジョウキョウ ケネン				・子会社との間で利益・資金操作しているか？
（連結管理力はあるか）
・子会社管理はProduct/Profitセンター？ コガイシャ アイダ リエキ シキン ソウサ レンケツ カンリ リョク コガイシャ カンリ		・子会社管理は意図（目的・方法・リスク）したものか？ コガイシャ カンリ イト モクテキ ホウホウ

				経
営
全
般 キョウ エイ ゼン ハン		経営権 ケイエイケン		株主リスクはあるか？ カブヌシ				・現経営陣は安定しているか？
・相続に向けた準備ができているか？ ゲン ケイエイ ジン アンテイ ソウゾク ム ジュンビ		・問題意識は的を得ているか？ モンダイ イシキ マト エ

								役員間の軋轢がないか？
意見交換できているか？ ヤクイン カン アツレキ イケン コウカン				・経営陣のスタイルは自走/事業継承でのネックになりうるか？
・経営層の意思が一致しているか、社長指示でやってるだけか？ ケイエイ ジン ジソウ ジギョウ ケイショウ ケイエイ ソウ イシ イッチ シャチョウ シジ		・現状認識はあっているか？
・自分のスタイルとのその功罪を認識しているか？
　※社長は各役員・部長層の意見を活用したいと思っているか？　
     ⇒会社が大きくなれば社長一人では目も手も回らない
・子への承継に際し現状でよいか？ ゲンジョウ ニンシキ ジブン コウザイ ニンシキ シャチョウ カツヨウ オモ ゲンジョウ

								DOA(Delegation Of Authority：権限委譲ルール)は明確か？ ケンゲン イジョウ メイカク				・部下に任せる仕組みができているか？
・意思決定に方式/基準等論理性と継続性を持たせているか？ ブカ マカ シク イシ ケッテイ ホウシキ キジュン トウ ロンリセイ ケイゾク セイ モ		・DOAに関し、手を打つべき時期にあるか？
　⇒部下は育たない・部下は準備しない
　　決裁基準がなければ、チェック視点を漏らす
　（判断を誤るリスクがある） カン テ ウ ジキ ブカ ソダ ブカ ジュンビ ケッサイ キジュン シテン モ ハンダン アヤマ

								経営会議決定事項は実行・フォローされているか？ ケイエイ カイギ ケッテイ ジコウ ジッコウ				・言い放しになっていないか？
・社長・役員自らがPDCAを回す習慣があるか？ イ ハナ シャチョウ ヤクイン ミズカ マワ シュウカン		・経営会議の目的・役割に対しどんな認識をもっているか？ ケイエイ カイギ モクテキ ヤクワリ タイ ニンシキ







課題設定力＆課題解決力との関係

						そもそも、問題意識も、将来への準備・挑戦意識も　希薄な社長・・・ モンダイ イシキ ショウライ ジュンビ チョウセン イシキ キハク シャチョウ

				課題認識をしようとしないのは何故か？ カダイ ニンシキ ナゼ

						要因 ヨウイン		どうする？		総点検 ソウテンケン		備考 ビコウ

						認識したくない ニンシキ		何が気になっているのか？ ナニ キ				⇒ここに問題がありそうなら投げかけ、傾聴と対話で答えを探す モンダイ ナ ケイチョウ タイワ コタ サガ

						認識してもしかたない ニンシキ		取組み課題の絞り込みめばできる？ トリク カダイ シボ コ

								実行策・体制で答えがあればできる？ ジッコウ サク タイセイ コタ

						ついつい後回し アトマワ		まずはできることを１つやる

						現状に問題意識がない ゲンジョウ モンダイ イシキ		ほんとうに問題ないのか？⇒気づく モンダイ キ		◎		⇒これが解決するのが目的 カイケツ モクテキ

						視点・評価方法が分からない シテン ヒョウカ ホウホウ ワ		事例として体験する⇒学ぶ ジレイ タイケン マナ		◎

				取り組み課題の絞り込みができないのは何故か？ ト ク カダイ シボ コ ナゼ

						要因 ヨウイン		どうする？		取組み課題提案 トリク カダイ テイアン		備考 ビコウ

						絞り込み作戦を決められない シボ コ サクセン キ		どの問題から モンダイ		◎		⇒この考え方が提案の基礎 カンガ カタ テイアン キソ

								できることから

								基礎・基盤から キソ キバン

						目標（ゴール）が設定できない モクヒョウ セッテイ		状態目標を具体的に表現してみる ジョウタイ モクヒョウ グタイテキ ヒョウゲン		◎		⇒できそうとの当り感が大事
　目標点を時間別に考える工夫 アタ カン ダイジ モクヒョウ テン ジカン ベツ カンガ クフウ

								数値はMust/Want/下限を考える スウチ カゲン カンガ

						実効・実行性が不明 ジッコウ ジッコウ セイ フメイ		体制面は工数割当てと時間集中で タイセイ メン コウスウ ワリア ジカン シュウチュウ		◎

								方法は解決要因の抽出とサクセスストーリーで ホウホウ カイケツ ヨウイン チュウシュツ		◎



				設定達成力が弱いのは何故か セッテイ タッセイ リョク ヨワ ナゼ

						要因 ヨウイン		どうする？		取組み課題提案 トリク カダイ テイアン		備考 ビコウ

						サクセスストーリの現実性
　に欠陥がある（＊下記） ゲンジツセイ ケッカン カキ		イメージトレーニングで		△		進め方次第
・企業側の自主
　（できるなら支援不要だった）
・支援チーム素案を元に企業で作成
・支援チーム案主導で スス カタ シダイ キギョウ ガワ ジシュ シエン フヨウ シエン ソアン モト キギョウ サクセイ シエン アン シュドウ

								うまく行かない点・ケース・要因想定 イ テン ヨウイン ソウテイ

						管理方法が分からない カンリ ホウホウ ワ		日程で（活動計画の進捗＝活動系管理） ニッテイ カツドウ ケイカク シンチョク カツドウ ケイ カンリ		△

								出来高で（成果/アウトプット＝結果系管理） デキダカ セイカ ケッカ ケイ カンリ

								予見リスク発生状況で（リスク管理系） ヨケン ハッセイ ジョウキョウ カンリ ケイ

						マインドが続かない ツヅ		トップの率先（責任・環境つくりはトップが） ソッセン セキニン カンキョウ		△

								ステップを細かく、達成感を頻繁に コマ タッセイカン ヒンパン		△

						※問題解決手法は今回は割愛 モンダイ カイケツ シュホウ コンカイ カツアイ







 ２年間の活動で蓄積した知見を基に支援手法を構築し、実務者向けマニュアルなど普及ツールを作成、連
携自治体や各経産局等の支援実務者へ横展開する中で、自治体版伴走型支援の立ち上げ、他経産局
における支援活動の開始など、支援手法の普及が多方面に進展。

（参考７）支援手法の構築・横展開の状況

外部向け成果報告書の公表（昨年8月。本年８月改訂）／実務者向けマニュアル・事例集・課題別解説書（分野別の
課題解決ノウハウ参考書）の策定（本年1月）

手法の構築とマニュアル化

【実務者】 合同研修（本年5月。自治体・他局より160名参加）／OJTの実施（自治体からのべ30名参加）／ 他局研修生受入
（昨年10月。中国・四国・九州局より4名派遣）／成果報告会（本年1月。省内、関係機関、自治体より約200名が参加）
【支援者全般】 診断士資格更新研修への出講（東京・埼玉）、金融機関向けセミナー（本年2月。関東財務局と共催。管内
地域金融機関より約200名が参加）

○地域版伴走型支援の開始：茨城県日立市、新潟県燕市が今年度独自に予算計上。8月より支援開始。
○県単位での事業の立ち上げ：今年度、茨城県は企業の自己変革を促す経営者向けセミナーを予算計上。新潟県も

独自予算で県版伴走型支援事業（R2年度～）を継続。
○他地方経産局における官民チームの立ち上げ：北海道局はR2年度から、中国局・四国局は今年度から当局ノウハウ

を活用した伴走型支援事業を開始。
○よろず支援拠点との連携：今年度新潟県よろず拠点が行う成長企業向け伴走型支援の事業構築・実施に協力。
○地銀との連携：本年2月の金融機関向けセミナーを契機に、管内の地銀が官民チームへ研修生派遣を要請。10月に

コンサルタント研修員として1名を受入。

横展開に向けた活動

横展開の成果
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